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消防の広域化と行財政の効率化 
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 はじめに 

 

 市町村合併や広域行政には一般的に経費の削減、人員・施設の有効活用、行政サービス

の高度化などの行財政の効率化が期待される。ただし、それは地域の諸条件に応じたもの

であるべきことはいうまでもない。 

 ところが地方行財政改革をめぐる国の方針や民間の提案などでは全国一律の数値目標が

示され、いつのまにか根拠のあいまいな目標値が正当なものとして一人歩きし始め、目標

達成のための改革にしばしば陥りがちである。 

 消防行政においても国の政策として一定の人口規模を目標とした管轄区域の広域化が打

ち出され、その目標根拠があいまいなまま都道府県による広域化推進計画が策定されよう

としている。 

 本論文では消防行政の広域化の有効性を行財政の側面から検証し、自治体の規模拡大に

よる行政効率化の虚実を明らかにする。 

 

 

 1. 消防の広域化について 

 

(１) 広域化の推進 

   消防庁では1994年に都道府県に対して10万人以上を目標とした消防の広域化基本計

画の策定を要請し、小規模消防本部の広域再編を進めてきたが、2006年６月の改正消

防組織法の施行にともない2007年度中に都道府県による消防広域化推進計画の策定が

義務づけられ、さらなる広域化の推進が図られた。 

   ７月に示された「市町村の消防の広域化に関する基本指針」では災害や事故の多様

化および大規模化、都市構造の複雑化、住民ニーズの多様化等の消防を取り巻く環境
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変化に対応するため広域化が必要であるとして、以下のような行財政上のスケールメ

リットを踏まえ、2012年度までに消防本部の管轄人口30万人を目標とする広域化を実

現することが求められている。 

 

  【スケールメリット】 

   ① 災害発生時における初動体制の強化 

   ② 統一的な指揮下での効果的な部隊運用 

   ③ 本部機能の統合等の効率化による現場活動要員の増強 

   ④ 救急業務や予防業務の高度化および専門化 

   ⑤ 財政規模の拡大に伴う高度な資機材の計画的な整備 

   ⑥ 消防署所の配置や管轄区域の適正化による現場到着時間の短縮等 

 

   この30万人という数値は消防審議会が2006年２月にまとめた「市町村の消防の広域

化の推進に関する答申」に基づくものである。同答申では10万人規模の３本部が広域

化するケースを想定し、ポンプ車や救急自動車等の設備の統合による２次、３次出動

体制の整備や通信員や庶務担当等の集約による余剰人員の活用などにより、現状の整

備指針の２～３倍程度の体制を確保することで全国の97％の火災に対応できるという

分析結果に基づき30万人規模以上の広域化を提言している。 

   こうした広域化のケースは、中心市街地の火災救急サービスを想定したものであり、

全国ほとんどの火災に対応できる消防体制というのも都市部の消防力のレベルを人口

規模で単純に敷衍したに過ぎない。その点では小規模消防本部の消防力の向上という

審議会答申の問題意識とは広域化のイメージにずれがある。 

   むろん答申では実際に広域化にあたっては消防本部の対応力を低下させないよう各

種地域の条件を考慮し、都道府県の計画策定についても市町村、住民、消防関係者等

のコンセンサスを得ながら進めることが求められており、あくまで30万人は目標値と

して消防・救急活動の現状に配慮することが認識されている。とはいえ、こうした具

体的な数値目標は一人歩きするものである。広域化による余剰人員分の削減をねらっ

た数合わせの広域化とならないようにその効果を踏まえた取り組みが必要である。 
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(２) 広域行政と財政 

   ところで基本方針で求められる広域化とは一部事務組合や広域連合による事務の共

同処理あるいは事務委託を想定しており、特に前者による広域化が主眼となっている。 

   事務の共同処理の方法には地方自治法における広域連合および一部事務組合の制度

がある。いずれも特別地方公共団体として法人格を有し、複数の事務を所管すること

が可能である。なかでも広域連合は国・都道府県からの権限委譲、構成団体への勧告

権、公選の長・議員の選出、直接請求が付与されており、政策決定主体としての自治

体性格が強い。ただし、長・議会の公選制度を適用したケースは皆無で事実上一部事

務組合との違いは権限委譲を除けばほとんどない。 

   なお、事務の共同処理にともなう制度上の財政措置はないが、消防の広域化につい

ては後述するように予算措置として特別交付税や起債の優遇措置がある。 

   いずれの制度においても問題となるのは財政運営であるが、自治体としての法人格

はあるものの課税権がないため、その財源の多くは構成団体の分担金・負担金に依存

している。2005年度の一部事務組合等の財政状況をみると歳入の74.3％が分担金・負

担金から構成されている。消防についても同様の傾向にある。 

   構成団体の負担金は広域団体の規約により規定されており、その負担方法は均等割、

人口割、基準財政需要額などを基準に団体によりさまざまである。 

   たとえば長野県内の消防を所管する広域連合や一部事務組合では主に以下のような

負担方法を採用している。 

 

表１ 長野県の消防広域の経費負担状況 

 

  負担団体 負担経費 負 担 方 法 

消 防 本 部 構成市町村 
管理運営費・

公債費 
基準財政需要額割100％ 

佐久広域連合 

各 消 防 署 構成市町村 
管理運営費・

公債費 

配置職員数割90％、車両割５％、

基準財政需要額割５％ 

構成市町村 通常経費 均等割20％、人口割80％ 

消 防 本 部 
構成市町村 

一斉指令装置

設備費 

均等割70％（上田市）、10％（東

御市）、10％（上田市、長和町）､

10％（上田市、青木村） 

上田市 通常経費 100％ 
上田消防署・

東御消防署 上田市・東御

市 
庁舎建設費 100％ 

上 田 地 域 

広 域 連 合 

依田窪南部消

防費 

上田市・長和

町 
通常経費 均等割20％、人口割80％ 
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  負担団体 負担経費 負 担 方 法 

長和町 
庁舎建設用地

買収費 
100％ 

依田窪南部消

防費 上田市・長和

町 
庁舎建設費 均等割20％、人口割80％ 

上田市・青木

村 
通常経費 52％（上田市）、48％（青木村） 

上 田 地 域 

広 域 連 合 

川西消防署 
上田市・青木

村 

庁舎建設用地

買収費および

庁舎建設費 

52％（上田市）、49％（青木村） 

経常経費 均等割20％、人口割80％ 

建設的経費 関係市町村の協議 消 防 本 部 構成市町村 

臨時的経費 関係市町村の協議 

岡谷・諏訪・

茅野・ 下諏

訪・富士見・

原各消防署 

各所在市町村 全事業費 100％ 
諏訪広域連合 

消防本部・各

消防署 
当該市町村 公債費 100％ 

消 防 本 部 構成市町村 全事業費 均等割20％、人口割80％ 

伊那消防署 
伊那市・南箕

輪村 
全事業費 均等割15％、人口割85％ 

伊那消防組合 高遠・辰野・

箕輪各消防署

および長谷分

遺所 

各所在町村 全事業費 100％ 

伊南行政組合 
消防本部・各

消防署 
構成市町村 全事業費 

基準財政需要額割50％、人口割

50％ 

飯田広域消防

組合（南信州

広域連 合） 

消防本部・各

消防署 
構成市町村 全事業費 基準財政需要額割100％ 

木曽広域連合 
消防本部・各

消防署 
構成市町村 全事業費 基準財政需要額割100％ 

松本市 共通経費 

総経費の9/10の額に基準財政需要

額の割合を乗じて得た額に総経費

の0.6/10の額を加えて得た額 

塩尻市 共通経費 

総経費の9/10の額に基準財政需要

額の割合を乗じて得た額に総経費

の0.15/10の額を加えて得た額 

安曇野市 共通経費 

総経費の9/10の額に基準財政需要

額の割合を乗じて得た額に総経費

の0.25/11の額を加えて得た額 

東筑摩郡の各

町村 
共通経費 

総経費の9/10の額に基準財政需要

額の割合を乗じて得た額 

松本広域連合 消 防 本 部 

関係市町村 共通経費 
高速道路救急業務にかかる特別交

付税の交付決定額に相当する額 
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  負担団体 負担経費 負 担 方 法 

庁舎用取得経

費・造成経費

（起債償還経

費含む） 

麻績村6/10、筑北村4/10 
麻績消防署 

麻績村・筑北

村 

その他の経費 麻績村3.34/10、筑北村6.66/10 

庁舎用取得経

費・造成経費

（起債償還経

費含む） 

安曇野市100％ 

明科消防署 
松本市・安曇

野市・生坂村 

その他の経費
松本市3.47/10、安曇野市4.43/10､

生坂村2.1/10 

庁舎用取得経

費（起債償還

経費含む） 

波田町3.5/10、山形村5/10、朝日

村1.5/10 

庁舎用造成経

費（起債償還

経費含む） 

山形村100％ 
山形消防署 

波田町・山形

村・朝日村 

その他の経費
波田町4.7/10、山形村2.87/10、

朝日村2.43/10 

松本広域連合 

梓川消防署安

曇野出張所 
松本市 全事業費 100％ 

北アル プス 

広 域 連 合 

消防本部・各

消防署 
構成市町村 全事業費 基準財政需要額割100％ 

岳 北 広 域 

行 政 組 合 

消防本部・各

消防署 
構成市町村 全事業費 基準財政需要額割100％ 

 
（出所）各広域連合・一部事務組合の規約および事務局への問い合わせにもとづき飛田作成 

＊ 各経費については消防団に関する事務および水利施設の設置維持管理等の事務経費を除く 

＊ このほか岳南広域消防組合については不明 

＊ 上田広域については2005～07まで負担割合の経過措置あり 
 

 

   ● 100％基準財政需要額で按分する方法（佐久広域の本部経費、南信州・木曽広

域・南信州・北アルプスの全事業費） 

   ● 均等割、人口割を組み合わせる方法（上田・諏訪・伊那の本部経費や上田・伊那

等各消防署経費） 

   ● 規定された一定の負担割合による方法（上田・松本の消防署経費） 

   ● 本部経費以外の消防署の経費を所在市町村が100％負担する方法（上田・諏訪・

伊那・松本の消防署経費） 

   ● 臨時的経費等について関係市町村の協議による方法（諏訪の本部経費の一部） 
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   以上のように一つの消防広域でいくつかの負担方法を組み合わせているケースもあ

り自治体の規模や団体数等に応じて負担方法の違いがあるものと推察される。 

   このほか佐久広域連合では各消防署の経費について構成市町村の配置職員数割や車 

  両割を採用している点が注目される。合併以前の規約をみると消防署ごとに個別市町

村が負担していたが、合併により構成団体数が絞り込まれたため経費負担を共通化す

ることができたものとみられる。 

   また、給与体系についても広域団体によって本部所在地の給与表に統一するもの、

職員の所属団体の給与表と広域団体採用職員の給与表を別途設けるものなどがある。 

   一般的に広域化により経費削減が期待されているが、実際には構成団体の規模や財

政力などに応じて多様な負担調整を採用しているため、広域化が自動的に経費削減と

なるほど単純なわけではない。その点で基本指針などが広域化にともなう財政効率化

をどの程度厳密に想定しているか疑問である。 

 

図１ 一部事務組合等の歳入歳出決算額の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （出所）総務省『平成19年度地方財政白書』より抜粋 

 

(３) 2007年度の広域化財政措置 

   消防の広域化の推進に対する2007年度の財政措置としては、市町村分では広域化の

立ち上げ費用や消防関連設備・システムの統一費用などに対する特別交付税。消防署

所等の施設および通信設備等に対する起債充当率の引き下げおよびその元利償還金の

一定割合についての普通交付税措置。国庫補助金の優先配分。都道府県分では広域化

自治総研通巻345号 2007年７月号



－ 42 － 

計画策定費用に対する普通交付税措置があげられる。 

   広域化推進の当事者となる市町村への財源措置が充実していることは明らかである

が、その内容は一時的な経費増への財源措置や借金返済の一部を国が肩代わりする程

度で、広域化による積極的な財政メリットは薄い。しかも元利償還金の普通交付税措

置というのは基準財政需要額への算入を意味するものであり、現在のように地方交付

税総額の削減が続くなかでは「手取額」として保障されているとはいいがたい。財政

が厳しい折、こうした財政措置に期待する自治体があるならば、平成大合併と同じ憂

き目をみることとなるだろう。 

 

        資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （出所）消防庁ホームページ消防財政関係資料2006/2/25より抜粋 
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 2. 広域化と財政効率 

 

(１) 消防本部の管轄と消防費の関係 

   答申や基本指針では広域化による各種スケールメリットによる行財政運営の効率化

を指摘しており、消防費の削減がその効果の一つとして期待されているとみてよい。

しかも行財政改革に積極的に取り組んでいる自治体にとって、広域化を通じた消防費

の抑制に対する動機は強いものと考えられる。したがって都道府県の広域化計画を踏

まえてもっぱら歳出削減のための広域ビジョンが描かれないとも限らない。 

   そこで広域化と消防費の削減との相関を財政データで分析し、30万人規模を目指す

ことの合理性を検証してみよう。 

   2005年度末における消防本部の管轄人口のうち人口10万未満の本部が占める割合を

都道府県別にみると、もっとも高いのは高知県の93.3％、ついで徳島県91.7％、北海

道の86.8％となり、広域化がもっとも進んでいない道県ということになる。反対に

もっとも低いのは鳥取県の0.0％、ついで栃木県23.1％、福島県・滋賀県の25.0％で

ある。 

 

図２ 人口10万人未満本部数比率（2005年度）＊東京都を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出所）消防庁消防広域化推進本部「消防広域化関係資料集」より飛田作成 

  （注）○は人口10万未満の消防本部が少ない県、＊は多い道県 
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   これを踏まえて本部あたりの平均人口と消防費の相関性を検証してみよう。入手

データの都合上、2004年度ベースの本部数と消防費に基づき算出し、おおむね2005年

度の広域化の傾向とは変わらないものとみなす。 

   人口と消防費の回帰分析の結果をみると右肩下がりの指数曲線が描かれており、人

口規模と消防費の相関があるようにみえるが、Ｒ２（この曲線で説明できるデータの

割合）は0.1474と低く、データ間の関連性の強さを示す相関係数も0.38と管轄人口と

消防費の相関性が高くないことを示している。実際のところさきほどの本部管轄人口

の下位３道県と上位４県を比較すると、管轄人口が少ない北海道、高知、徳島の消防

費は相対的に高いグループに入るが、管轄人口が多い鳥取県はこれらの３道県の消防

費を上回っており、福島県についても徳島県を上回っており、必ずしも管轄人口の程

度が消防費の効率化をもたらすということはできない。 

 

図３ 消防本部と消防費の相関（2004年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）消防庁消防広域化推進本部「消防広域化関係資料集」および総務省「市町村別決算状 

     況調べ」より飛田作成 
 

 

   本部当たりの面積と消防費の関係をみると、Ｒ２値が0.413と人口との比較よりも

高く、相関係数も0.61となり面積との相関が高いことが裏付けられる。広域化が進ん

でいるグループのなかでも鳥取県、福島県、北海道のように本部当たりの面積が広い

自治体において消防費が上昇する傾向がみられる。 
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図４ 消防本部と消防費の相関（2004年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）消防庁消防広域化推進本部「消防広域化関係資料集」および総務省「市町村別決算状 

     況調べ」より飛田作成 
 

 

   これらの地域では中山間地が多いあるいは人口密度が低いなど、管轄面積の広さに

対し行政効率が低くなる要因を抱えており、こうした地理的状況が一人当たりの消防

費に影響しているものと推察され、都市部を除けば人口を基準とする広域化が歳出抑

制という意味で財政の効率化を図ることには限界がある。 

 

(２) 広域化と財政効率 

   つづいて基本指針で求められている一部事務組合、広域連合などの広域化による消

防行政と消防費の関係について、比較的広域化が進んでいる道県を中心に検証してみ

よう。なお、2005年度の決算データを用いるため構成自治体は当時のものである。 

   北海道の広域消防は事務委託を含めて43にのぼり、域内人口では釧路市に事務委託

をしている白糠町を除いた最小規模は利尻・礼文消防組合（9290人）、最大規模は北

見地区消防組合（138276人）と幅広く、域内人口と一人当たりの消防費の相関性はＲ

２が0.4675、相関係数が0.50と中程度の相関性がみられる。 

   一方、面積との相関は0.15と低いが人口密度との相関は0.54と高くなっている。北

海道の場合、可住地面積比は27.9％であることから人口密度が低い地域で消防費が高

くなることが推察される。 
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   近似線の傾向をみると経費が大幅に減少するのはおおむね６万人以下であり、それ

以上では漸減するにとどまっている。データの相関性を甘めにみたとしても人口を基

準とした広域化の経費削減効果には限界がみられる。 

   個別にみると域内人口が10万人を超える北見地区消防組合（138276人）および釧路

（白糠事務委託）（204288人）では一人当たりの消防費はそれぞれ19558円、19559円

で岩見沢地区消防事務組合14338円を大きく上回っており、人口規模が経費削減効果

に表れていない。 

 

図５ 広域消防の域内人口と消防費の相関（2005年度・北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出所）「市町村別決算状況調べ」より飛田作成 

 

   次に広域連合の積極的な活用を図っている長野県内のケースでは、域内人口の最小

は木曽広域連合（33670人）、最大は松本広域連合（427476人）となっておりＲ２は

0.6315、相関係数も0.65と北海道に比べて高く人口規模と一人当たりの消防費には比

較的高い相関性がみられる。 

   これに対し面積では0.07、人口密度では0.51で面積との相関が極めて低い。長野県

の可住地面積は24.5と北海道を下回り、広域消防の多くが中山間地を抱え面積との相

関が低くなっていることが推察される。 

   近似線の傾向をみると人口10万人以下で経費の減少効果が高く表れ、それ以降では

漸減している。 
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   20万人以上の広域消防に注目すると佐久市・小諸市（佐久広域）、上田市・東御市

（上田広域）、岡谷市・諏訪市・茅野市（諏訪広域）、松本市・塩尻市（松本広域）

など中核となる市で10万人以上の人口を形成し、これに周辺町村が参画する構成と

なっており、中心市が主体となる消防行政が規模の効率性を生み出していることが推

察される。 

   ただし、40万人以上の域内人口を形成する松本広域では一人当たりの消防費が

11734円であるのに対し、約20万人の諏訪広域でも11951円と大きな差はみられず、ま

た、同様に21万人の佐久広域連合が14626円に対し、５万８千人の伊南行政組合が

14010円と下回っていることから、30万人の妥当性はやはりみい出せない。 

 

図６ 広域消防の域内人口と消防費の相関（2005年度・長野） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出所）「市町村別決算状況調べ」より飛田作成 

 

   次に大都市部を抱えかつ広域消防が比較的多い例として愛知県を取り上げてみよう。 

   県内には委託も含めて10の広域消防があり、域内人口の最小は知多南部広域事務組

合（46417人）、最大は知多中部広域事務組合（228382人）である。人口規模と消防

費との相関はＲ２が0.4561、相関係数が0.63と相関係数については他の２道県に比べ

て最も高くなっている。また面積や人口密度との相関についてもそれぞれ0.70、0.73

と高い係数となっており、平地で可住地面積が多い都市部の特徴がみられる。 

   しかし、他のケースと同様人口10万人を超えると経費の減少傾向は漸減するにとど
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まっている。 

   域内人口が15万人以上の広域消防（委託除く）の人口一人当たりの消防費をみると

西春日井広域事務組合（152841人）が15516円、尾三消防組合（168082人）が15056円、

豊川市事務委託（178601人）が15130円、知多中部広域事務組合（228382人）が11777

円と費用が逓減している。ただし、単独消防で人口規模が30万人を超える県内市の消

防費と比較すると名古屋市（2145208人）が13622円、豊橋市（361370人）が11303円、

岡崎市（357144人）が11005円、一宮市（373534人）が9877円と一宮市を除けば経費

削減効果はほとんどなく、大都市でさえ30万人を目指す財政面でのメリットは低いも

のとみられる。 

 

図７ 広域消防の域内人口と消防費の相関（2005年度・愛知） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （出所）「市町村別決算状況調べ」より飛田作成 

 

 

 3. 広域化と消防行政の効率性 

 

(１) 新潟県西部広域消防組合の事例 

   消防の広域化に本来期待されるのは基本指針でも述べられているように消防救急

サービスの充実であり、具体的には鎮火時間や救急到着時間の短縮などがあげられる。 

   2006年９月の消防庁が作成した消防広域化推進関係資料では広域化のメリットの
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ケーススタディとして新潟県西部広域消防事務組合が取り上げられている。 

   新潟県西部広域消防事務組合は1997年に西蒲原郡南房消防事務組合（吉田町、弥彦

村、岩室村）と寺泊町、分水町の３町２村（域内人口72735人）で創設されたもので

ある。 

   同資料によれば消防については再編にともない第１次出動における消防車を一度に

投入できるため消火時間の大幅な短縮が図られている。また、救急活動についても域

内の所管区域を見直すことにより行政区域を越えた救急出動が可能となり、到達時間

の大幅な短縮が実現している。 

 

         資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （出所）前掲「消防広域化関係資料集」 
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   新潟のケースでは消火時間や救急到達時間などの行政効率の面で効果があることが

示されているが、これについては消防署の立地と地理的な前提条件を吟味する必要が

ある。 

   旧３町２村は越後平野の中西部に位置し、西側の標高100～400メートルの山間部を

除けばほぼ平野に囲まれている。なかでも岩室村、吉田町、弥彦村、分水町の各町村

は一体性のある区域であり、寺泊町は弥彦や分水に食い込むかたちの区域となってい

る。 

 

図８ 旧５町村の区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   国土地理院が作成した2000年国調の基準地域メッシュで人口分布をみると山間部周

辺の居住はほぼ寺泊の海岸沿い周辺に限定され、ほとんどは平野部に集中しており、

消防救急活動の障がいとなる地理的条件は極めて少ない。 

   各消防署の位置をみると単独消防を行っていた寺泊町は寺泊港付近、分水町は信濃

川沿いの南部付近にあり、所管区域内の消防救急活動の時間差が比較的大きくなるこ
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とが推察される。特に寺泊町では寺泊駅から信濃川付近の大河津地区の電話回線が分

水局となるため通報が分水消防署経由となり出動までの遅れが問題となっていた。３

町２村による広域化により大河津地区をはじめ域内の管轄区域を見直すことで先に示

したような活動時間の短縮が図られたものとみられる。 

 

図９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （出所）livedoor地図より飛田作成 
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   以上のように新潟県西部広域の場合、構成町村が地理的な一体性をもち、かつ住民

のほとんどが平野部に居住していることで、消防署の立地にあわせた合理的な管轄区

域の線引きが容易であることが消防救急活動の効率化をもたらしたものといえる。そ

のなかでは寺泊町は山間部人口を抱えている地域であったが、むしろ平野部を分水署

に委ねて海岸沿いの市街地に消防力を投入できたものとみられる。 

   新潟県のケースは地理的、社会的に比較的恵まれた条件であり、広域化がもたらす

メリットの事例として参考にはなるが、30万人規模の広域化を進める参考にはなり得

ないであろう。むしろ基本指針にも述べられているように各地域の地理的状況を考慮

した広域化のあり方としてみるべきである。 

 

(２) 現場の声 

   30万人の広域化の有効性について現場はどのように考えているのだろうか。全国消

防長会が2005年11月に全国の消防本部に対して行ったアンケート調査結果の一部を紹

介しよう。 

   調査は100消防本部に対して行われ、回答数は86本部、管轄人口10万人未満（小規

模消防本部）が50本部、10～30万人未満が14本部、30～50万人未満は７本部、50～

100万人未満が６本部、100万人以上が９本部となった。 

   回答結果をみると消防の広域化に賛成する消防本部は全体で70本部（81％）、小規

模消防本部でも43本部（86％）と高い比率となっている。 

 

図10 消防の広域化に対する消防本部の意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）2005年11月24日「全国消防長会総務委員会資料」より飛田作成 
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   ただし、広域化の規模については30万人規模以上を有効とする回答数は全体では38

本部（44％）であるのに対し小規模消防本部では14本部（17％）にとどまり、広域化

に賛成している回答者の多くがすでに管轄人口が大きい本部であることがわかる。ま

た小規模消防本部の回答者のうち規模不明と答えたのは21本部（26％）で、広域化に

賛成しつつも具体的な規模のイメージがもてない回答もみられる。 

   アンケートに寄せられた主な意見は以下のようなもので、30万人以上を積極的に支

持する声もある一方で地域の社会的地理的状況への配慮、財源確保への懸念、広域化

そのものへの疑問などもあり、30万人を目標とする広域化の意義が現場レベルで必ず

しも十分認識されていないということができる。むしろ、拙速な目標設定にこだわら

ず地域ごとの事情を分析し実効性のある広域化のビジョンを描く必要性が求められて

いる印象を受ける。 

 
 

【主な意見】 

● 現在の市町村消防は、消防力や火災調査力等に格差がありすぎる。地理的な考

慮も含め、管轄人口30万人以上の規模に広域化することに賛成。 

● 人口だけを基準とすると、農村や山間地域を抱える場合は面積が広大となり、

消防行政上の空白が出る。基準に面積を加えることも考えるべきである。 

● 広域化が消防体制強化に繋がるか疑問。市町村段階では、消防施設・人員等消

防力の整備指針に沿う財源確保がなされていないのではないか。広域再編に伴

う人員、負担経費、既存の消防施設の問題などについて、市の当局を含めた検

討時間が必要。 

● なぜ合併しなかったのか、課題は何であったか、なぜ消防体制のみ30万人規模

の広域再編を推進せねばならないのか、今後の消防のあるべき姿を明確にする

必要がある。 
 

 

 

 

 おわりに ― 行財政効率の規模論の限界 

 

 これまで財政面と広域化の事例から消防の広域化を検証してきたが、30万人という広域

化が大都市を中心とするイメージであり、全国一律の目標値としての有効性には疑問があ
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る。また人口減少社会を踏まえた問題点として指摘されている小規模消防本部の消防力の

強化という点でも現実的な水準とはいえないのではないだろうか。こうした目標値はいわ

ば何でも対応できる消防の総合行政を全国一律に求める発想であり、地域に応じた消防力

の整備という分権的観点が看過されている。 

 そもそも広域行政はそれが一部事務組合であれ広域連合であれ、その規模や所掌する事

務については構成団体が判断するものであり、外部から示された規模を目指して形成する

ものではない。ましてや広域連合のように公選の首長、議会の設置を可能とする広域政府

であればなおさらであろう。 

 重要なことは行政区域の規模論ではなく、事務事業の広域化によって何を効率化できる

のか実現できるのかという広域化のビジョンが一般論としてではなく地域として描かれる

ことではないだろうか。単なる受け皿論として広域行政をとらえる限り無限の規模拡大論

が正当化されるのである。 

 そもそも広域連合の創設は1989年の行革審の道州制議論に対抗して旧自治省が都道府県

連合を打ち出したことがきっかけとなっており「地方分権論がその実現すべき分権の内容、

自治のイメージを描ききっていないという弱点を、自治省は巧みについた｣(１)ものである。

つまり広域行政制度には分権なき規模論に陥るリスクが内在しているのであり、消防の広

域化推進もこうした様相を呈している。 

 しかし、ビジョンなき広域行政はその潜在力を引き出すことはできない。それは平成の

大合併で財政措置や規模拡大に根拠のない期待をもち、合併後に厳しい行革を強いられて

いるいくつかの自治体の事例によって証明されている。このことは消防救急行政について

も同様であり、地域にとっての効率性が明らかになった上での広域化でなければならない。 

 この場合効率性とは何か。神野直彦は政府サービスにとって重要なことはいかに安価に

サービスを提供するかという内部効率性よりも、住民にとって必要なサービスを質・量と

もに適切に提供する外部効率性であると指摘する(２)。 

 その点では消防救急行政における効率性は、地域に応じた消防救急行政が質・量ともに

充足されることであり、ひたすら大都市並の高度化と規模拡大を目指すことではない。 

 全国消防長会のアンケート調査でも指摘されていたように、広域化が誰のためのもので

あり、何を解消するためのものであるのかを常に考えるべきであり、広域化のための広域

化ではあってはならない。消防広域化計画の策定者である都道府県も広域化の当事者であ

                                                                                 

(１) 山幸宣『地方分権と自治体連合』敬文堂、1994、241ページ参照 

(２) 神野直彦『財政学』有斐閣、2002、262～263ページ参照 
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る市町村も規模論の呪縛から抜け出し、地域にとっての必要な広域化像を描く必要がある

だろう。 

（とびた ひろし (財)地方自治総合研究所研究員） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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